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板橋区大規模建築物等指導要綱細則 

 

（目 的） 

第１条 この細則は、板橋区大規模建築物等指導要綱（以下「要綱」という。）の施行

について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用範囲） 

第２条 要綱第２条第１項第２号ただし書の規定により、集合住宅を含む複合建築物は、

集合住宅以外の部分の延べ床面積が2,000平方メール未満の場合においても、延べ床

面積が3,000平方メートル以上の場合は適用する。 

２ 要綱第２条第１項第３号ただし書に規定する建築事業とは、次に定めるものとする。 

⑴  戸建ての分譲住宅及び個人住宅の建築事業 

⑵ 集合住宅で階数が３未満又は戸数が10戸未満の建築事業 

 

（区内業者の活用） 

第３条 事業者は、建築物の施工、下請け工事及び資材の購入等について、区内業者を

優先的に活用し、工事完了時に区内業者の活用実績について区へ報告をすること。 

 

（町会・自治会への加入促進） 

第３条の２ 事業者は、要綱第７条の２の規定による町会・自治会への加入について、

板橋区大規模建築物等の建設に係る町会・自治会加入に関する協議要領（平成28年11

月30日決定）により地域振興課から説明を受け、協議すること。 

 

（周囲対策） 

第４条 事業者は、事業区域の周辺対策として、次の対策を講ずること。 

⑴ 交通事故防止対策として、建設現場に出入りする車両等を誘導する監視員を配置

する等の対策を講ずること。 

⑵ 路上汚損防止対策として、建築工事による資材、土砂、汚泥、廃棄物等を搬出入

する際、周辺道路を汚損しないこと。汚損した場合、作業終了後直ちに清掃及び仮

復旧し、工事完了までに復旧すること。 

 

（文化財の保護） 

第５条 事業者は、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の遵守及び未発見の遺

跡の保護を図るため次に定める届出等及び調査を行うこと。 

⑴ 周知の埋蔵文化財包蔵地内の場合は、文化財保護法の規定に基づく届出または通

知を行うこと。 

⑵ 周知の埋蔵文化財包蔵地外の場合は、教育委員会生涯学習課の指示のもと、未発

見の遺跡の有無を事前に調査すること。 
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（自然保護） 

第６条 要綱第１０条の規定による自然保護については、東京における自然の保護と回

復に関する条例（平成１２年東京都条例第２１６号）に基づき、自然の保護と回復を

図ること。 

 

（緑 地） 

第７条 要綱第１１条の規定による緑地については、東京都板橋区緑化の推進に関する

条例第１３条の３第２項の規定による緑化に関する基準（平成７年板橋区告示第３１

９号）及び次に定める基準に基づき、整備すること。 

 ⑴ 適用事業⑴及び⑵において、事業区域面積が350平方メートル未満の場合は、緑地

の整備に努めること。 

 ⑵ 適用事業⑵において、工場の建設計画の場合は、接道部分及び隣接敷地側に緩衝

緑地帯を設けること。 

 

（自己防衛措置） 

第８条 要綱第１２条第１項の規定による自己防衛措置は、事業者が建築しようとする

建築物で公害に対する防衛措置が必要と認められるときは、その対策として空気調和

機、二重窓、緩衝緑地帯の設置等の措置を講ずるものとする。 

 

（建築設備等の公害防止対策） 

第９条 要綱第１２条第２項の規定による措置は、次に掲げる内容を講ずるものとする。 

⑴ ボイラーは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都

条例第２１５号。以下「東京都環境確保条例」という。）で定める規模に満たない

液体燃料を使用するボイラーを設置する場合には、いおうの含有率が重量比0.5 パ

ーセント以下のものを使用すること。 

また、固体燃料を使用する場合には、集塵装置を設置すること。 

⑵  エアコンその他の公害が発生するおそれのある機器については、隣家の迷惑にな

らず、周囲の環境に悪影響を及ぼさない場所を選び、かつ、防音、防振対策等に十

分な措置を講じ、東京都環境確保条例等の関係法令を満足できるようにその対策を

とること。 

 

（土壌汚染調査） 

第１０条 要綱第１２条第３項の規定による土地利用の履歴等調査（資料等調査）及び

土壌汚染状況調査は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 土地利用の履歴等調査（資料等調査）及び土壌汚染状況調査は、板橋区土壌汚染

調査・処理要綱（平成１５年２月１２日区長決定）に基づき、実施するとともに、

その結果を区に報告して、その処理等について指示を受けること。 

⑵ 東京都環境確保条例対象地の場合には、同条例及び条例に係る規則、指針をも遵
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守するものとする。 

 

（交通量予測調査） 

第１１条 要綱第１２条第６項の規定による交通量予測調査は、次に掲げる内容を区と

協議して実施すること。 

⑴ 現況交通量の実測調査（路線断面交通量、交差点交通流動、交通量の伸び率）、

交通特性調査（車種別交通量、時間帯交通量、走行速度）及び計画地周辺の道路交

通上の問題点を調査すること。 

⑵ 計画地周辺の将来予測条件（道路網、交通規制、地区の土地利用）の設定をする

こと。 

⑶ 計画建築物の関連交通量（計画建築物の集中量、ピーク時の交通量、方向別の交

通量）を予測すること。 

⑷ 第１号の現況交通量の実測調査と第２号の計画地周辺の将来予測条件を重ね合わ

せて、周辺交通量の方向別ピーク時の交通量を予測すること。 

⑸ 第３号の計画建築物の関連交通量と前項の周辺交通量の方向別ピーク時の交通量

を基に、全体方向別ピーク時の将来交通量を予測すること。 

⑹ 第１号の計画地周辺の道路交通上の問題点に前項の将来交通量予測を重ねて、新

たな問題点を予測することで、対応策を検討し事業計画に反映すること。 

 

（工業専用地域等における周辺環境との調和） 

第１１条の２ 要綱第１２条の２第１項の規定による周辺環境との調和は、工業専用地

域、工業地域及び準工業地域(以下「工業専用地域等」という。)では、東京都環境確

保条例、東京都環境基本条例（平成６年東京都条例第９２号）、東京都環境影響評価

条例（昭和５５年東京都条例第９６号）及び近隣工場等との協議に関する実施基準等

を満足できるものとし、周辺環境との調和を図ること。 

 

（工業専用地域等における操業環境への配慮） 

第１１条の３ 要綱第１２条の２第２項の規定による工場の操業環境及び工業の振興は、 

工業専用地域等では、産業振興における近隣工場等に関する配慮基準を満足できるも

のとし、工場の操業環境等に十分配慮すること。 

２ 工業地域に建築する集合住宅については、前項及び次の各号に掲げる要件を全て満

足すること。 

⑴ 舟渡三丁目地域内にある工業地域は、次のとおりとする。ただし、同一事業地内

に工場と併設して建築する寮、社宅及び公営住宅には、要件のイ、ウは適用しない。 

ア 舟渡三丁目地区地区計画に適合すること。 

イ 事業地の周囲の３分の２以上が工場に隣接しないこと。 

ウ 事業地内の周囲に緩衝緑地帯を設けること。 

⑵ 舟渡三丁目地域を除く工業地域は、次のとおりとする。 

ア 事業地の周囲の３分の２以上が工場に隣接しないこと。 
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イ 事業地内の周囲に緩衝緑地帯を設けること。 

ウ 建築基準法第５６条の２及び同法別表第四の三の項による日影規制（以下｢日

影規制｣という。）を満足すること。なお、日影規制の規制値については、事業

地の属する工業地域の周囲の制限に準じること。 

エ 都市計画法第８条の規定に基づく東京都市計画高度地区(以下「高度地区」と

いう。)による建築物の高さの最高限度を満足すること。なお、高度地区（絶対

高さ型の制限を除く。）については、事業地の属する工業地域の周囲の制限に

準じること。 

 

（建築物の環境衛生の保持についての措置及び指導） 

第１１条の４ 要綱第１２条の３に規定する必要な措置及び指導は、板橋区建築物におけ

る衛生的な環境の確保に関する指導指針（平成２９年５月２５日板橋区保健所長決定）

に定めるところによること。 

 

（電波受信障害対策） 

第１２条 要綱第１３条の規定による電波受信障害対策は、次に掲げる内容とする。 

⑴ 事業者は、受信障害が発生し始めた場合、仮設アンテナを設置する等、応急的な

対策を実施すること。 

⑵ 建築物の完成に合わせて、しゃへい障害、反射障害及び受信障害の程度について

の事後調査を行い、事前調査データとの比較により障害範囲を把握し、対策範囲、

工事方法、維持管理の方法等を関係住民に説明し、話し合いを行うとともに協定書

を締結すること。 

 

（地震等の際の災害対策） 

第１３条 要綱第１４条第１項第４号による「その他適切な措置」とは、強化ガラス・

合わせガラスの使用、ガラスの全面に飛散防止フィルムを貼付すること。 

２ 事業者は、入居者が家具の転倒防止対策を利用できるよう適切な処置（鴨居、下地

処理等）を施すこと。 

 

（防災対策） 

第１４条 要綱第１５条の規定による防災施設は、次に定める基準により設置し、自主

管理すること。 

⑴ 防火貯水槽は、消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）により、常時の

貯水量が４０立方メートル以上を有すること。 

  なお、マンホールには、落下防止金具を取り付けること。 

⑵ 災害時避難場所案内板は、災害時に入居者が安全かつ、確実に避難できるように、

エントランスホール等の入居者が見やすい場所若しくは、出入口が複数ある場合は

各出入口に設置すること。 

⑶ 災害用仮設便所は、入居者が災害時に応急便所として使用するため、組立式の仮

設便所を確保し、倉庫等に段ボール箱のまま保管すること。 
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なお、確保する数は次の計算のとおりとし、小数点以下切り上げること。 

ア ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟ(小規模住戸以外)＝（戸数×３人／戸）÷75人／基 

イ 小 規 模 住 戸＝（戸数×１人／戸）÷75人／基 

  ※ 小規模住戸とは、東京都板橋区小規模住戸が集合する建築物の建築及び管理に関する

条例（以下「小規模住戸集合建築物条例」という。）第２条第２号の住戸をいう。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業地区域付近に消防水利が充足している場合は、防火貯水槽の設

置等について地域防災支援課と協議すること。 

 

（雨水対策） 

第１５条 要綱第１６条の規定による雨水の流出抑制施設は、板橋区雨水流出抑制施設

設置指導要綱（平成６年４月２８日決定）に基づき整備をすること。 

 

（駐車場） 

第１６条 要綱第１７条の規定による駐車場（入居者及び来客用）は、次に定める基準

及び東京都駐車場条例（昭和３３年東京都条例第７７号）の両方を満足すること。 

 

⑴ 駐車場の台数                

施設の用途 附 置 台 数 

集合住宅 

入居者用 

住戸数（小規模住戸数（最大２９戸）を除く）×

１０％以上（延べ床面積が５,０００㎡ 

以上の場合は、１５％以上）（小数点以下切上げ） 

来客 用 住戸数×２％  （小数点以下四捨五入、最小１台） 

宅配車等

用 

住戸数５０戸以上から、当該建築物の出入口付近に１

台以上（幅2.5ｍ以上×奥行き6.0ｍ以上） 

来客用と兼用することができる 

店 舗 来客 用 対象面積÷250     （小数点以下切捨て） 

大規模店舗 来客 用 
年間の平均的な休祭日のピーク１時間当たりに対

応できる台数 

その他、病院、

診療所、集会

所、ホテル等の

不特定多数の利

用施設 

来客 用 不特定多数利用部分面積÷500（小数点以下切上げ） 

   ※ 上記以外の施設も含め最低設置駐車台数は、障がい者優先用（幅3.5ｍ以上×奥

行き6.0ｍ以上）１台を含め２台以上とする。 

※ 大規模店舗における対象規模は、延べ床面積が 3,000㎡以上のものとする。 

※ 対象面積とは、延べ床面積から、従業員施設、倉庫、階段、便所等の面積を
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除いたものとする。 

⑵ 都市計画法第８条第１項に規定する地域地区で、駐車場整備地区又は商業地域若

しくは近隣商業地域に事業を計画する場合は、東京都駐車場条例の適用を受けるこ

とから、入居者用及び来客用の台数が、都区双方の基準を満足できるようにするこ

と。 

⑶ 第１号により設置する駐車場で、集合住宅の入居者用及び店舗・大規模店舗・そ

の他不特定多数の利用施設の来客用には、障がい者優先用を１台以上含むこと。 

また、障がい者優先用及び来客用には、その旨を表示すること。       

 なお、障がい者優先用の駐車場整備基準は、東京都福祉のまちづくり条例（平成

７年東京都条例第３３号）板橋区福祉のまちづくり整備指針（平成元年４月１日施

行）板橋区福祉のまちづくり整備指針実施細目（平成元年１０月１日施行）に準ず

ること。 

⑷ 駐車場の１台当たりの標準面積は、11.50平方メートル（幅2.3ｍ×奥行き5.0ｍ）

以上とする。ただし、機械式駐車場については、この限りではない。 

⑸ 駐車場は、当該建築物内又は当該建築物の敷地内に整備すること。ただし、大規

模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項に規定する大規模小売

店舗にあっては、この限りでない。 

⑹ 集合住宅入居者用において、当該建築物の用途地域及び敷地の駅からの距離等に

より、区長が特にやむを得ないと認めた場合、障がい者優先用及び来客用を除く駐

車場を敷地から直線距離で概ね300メートル以内の場所に設けることができる。 

⑺ 駐車場については、騒音・排気ガス等隣接住民との紛争にならないように配置す

るとともに景観に配慮すること。 

⑻ 店舗においては、荷さばき及び従業員用等事業者が自らのために利用する駐車場

についても、周辺交通への影響等を考慮し、必要な台数を確保すること。 

⑼ 集合住宅入居者用において、自動車の保有率が低い小規模住戸集合建築物、社宅、

寮、寄宿舎及び老人ホーム等については、小規模住戸集合建築物条例に基づく建築

物の常駐管理を行うもの又は、管理規約の遵守を徹底させる等の理由を満たしてお

り、区長が特にやむを得ないと認めた場合に限り、当該基準を緩和することができ

る。 

⑽ 要綱第２１条の規定により商業施設等を設置した建築物については、区長が特にや

むを得ないと認めた場合に限り、当該基準を緩和することができる。 

 

（自転車置場及びバイク置場） 

第１７条 要綱第１７条の規定による自転車置場（入居者及び来客用）は、次に定める

基準及び自転車等の駐車場の整備及び放置の防止に関する条例（昭和５８年板橋区条

例第２８号。以下「自転車条例」という。）に基づき、整備すること。 
 
⑴  自転車置場の台数（小数点以下切捨て） 
 

 

施設の用途 
 

 

 

施 設 の 規 模 等 

 

 

設 置 基 準 
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集合住宅 
 

都市計画法第８条の規定に基づく商業地域及び近隣商業地域 

１住戸１台以上とする。 

その他の地域 

住戸数の１５０％以上とする（ただし、小規模住戸は、１００％と

することができる。）。 
 

学校等 
 

学校、学習塾等 
 

教室面積４５㎡ごとに１台 
 

病院等 
 

病院、診療所、クリニック等 
 

待合室面積１０㎡ごとに１台 
 

不特定多数 

利用施設 
 

対象面積が３００㎡を超えるもの。 
 

対象面積４５㎡ごとに１台 

※ 不特定多数利用施設とは、自転車条例の適用を受けない不特定多数が利用す

る施設をいう。 

※ 対象面積とは、延べ床面積から、従業員施設、倉庫、階段、便所等の面積を

除いたものとする。 

⑵ バイク置場（原動機付自転車及び自動二輪車の置場）については、集合住宅の戸

数の10パーセント程度を設置し、前号の台数に含めることができる。 

⑶ 平置きの自転車置場については、１台当たりのスペースを幅0.55メートル以上、

奥行き1.9メートル以上とする。また、子ども乗せ電動自転車等置場として設置する

場合は、１台当たりのスペースを幅0.7メートル以上、奥行き2.0メートル以上とす

る。なお、バイク置場のうち自動二輪車は、幅0.9メートル以上、奥行き2.0メート

ル以上とし、原動機付自転車は、幅0.7メートル以上、奥行き1.7メートル以上とす

る。通路の幅員については、平置きの自転車置場及びバイク置場を通路の両側に設

置するときは1.6メートル以上、片側に設置するときは1.1メートル以上とする。ラ

ック式の自転車置場を設置する場合は、構造及び通路幅員等について別途協議によ

る。 

⑷ 集合住宅において、ラック式の自転車置場を使用する場合、入居者の利用の公平

性から２段ラック式の場合には、１段目を第１号の台数分確保すること。また、来

客用として、前号の自転車置場を設置した場合には、第１号の台数に含めることが

できる。 

⑸ 社宅、寮、寄宿舎及び老人ホーム等については、小規模住戸集合建築物条例に基

づく建築物の常駐管理を行うもの又は、管理規約の遵守を徹底させる等の理由を満

たしており、区長が特にやむを得ないと認めた場合に限り、当該基準を緩和するこ

とができる。 

⑹ 要綱第２１条の規定により、商業施設等を設置した建築物については、区長が特

にやむを得ないと認めた場合に限り、当該基準を緩和することができる。 

⑺ 学校等のうち、小学校及び中学校で自転車通学が認められていないものについて

は、当該基準を適用しない。 

２ 東京都板橋区小規模住戸が集合する建築物の建築及び管理に関する条例施行規則第
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１１条第２項の適用を受ける建築物の小規模住戸部分については前項を適用しない。 

 

（再利用対象物保管場所及び廃棄物保管場所等） 

第１８条 要綱第１７条の規定による再利用対象物保管場所及び廃棄物保管場所等は、

東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する条例（平成１

１年板橋区条例第４９号）、東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正

な処理に関する規則（平成１２年板橋区規則第３８号）及び関係要綱に基づいて、整

備すること。 

 

（道 路） 

第１９条 要綱第１８条の規定による道路は、事業区域に接する道路について、次の各

号の規定により整備することとする。 

⑴ 道路の整備、歩道の設置 

ア 事業地に接する道路は、都市計画法、建築基準法及びその他の条例に基づき、

道路として整備すること。 

イ 事業地に接する道路部分が第３号の基準に該当しないときは、事業地内に歩道

を設置すること。 

ウ イの歩道については、民有地のまま一般の利用に供することとし、自主管理と

する。 

⑵ 道路・歩道の整備基準 

ア 道路境界が確定していない場合は、境界確定作業を行い、敷地の官民境界を明

確にすること。 

イ Ｌ形側溝等と道路境界線もしくは建築基準線が相違している場合は、Ｌ形側溝

等の据替えを行うこと。 

ウ 道路構造は、板橋区道路工事設計基準及び板橋区土木部標準構造図により整備

すること。 

エ 前号イで設置する歩道は、原則として２メートル以上の幅員とすること。 

ただし、適用事業⑵については、建築物の利用形態によって、道路管理者と協議

の上、原則として３メートル以上の幅員とすること。 

オ 前号イで設置する歩道は、常時一般に開放するものとし、上空に建築物等を設

けないこと。 

⑶ 歩道の設置を必要としない基準 

ア 接する道路に幅員２メートル以上の歩道がある場合（歩道とは、歩車道境界ブ

ロック又はＬ形側溝等で分離されているものをいう。） 

イ 接する道路と事業地に1.5メートル以上の高低差がある部分において、既存の土

留め又は擁壁を撤去しない場合 

ウ 建築基準法に基づく行き止まりの道路や、交通量が少ない道路と区長が認めた

場合 

エ 事業地が狭小敷地等で、歩道を整備することにより、建築計画が著しく阻害さ
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れるため、区長が特にやむを得ないと認めた場合 

⑷ 地下埋設物等について、次に定める基準により、整備すること。 

ア 上・下水道管、ガス管等の埋設については、道路の築造時または拡幅の時点に

おいて、道路管理者及び各企業者と協議し整備を行うこと。 

なお、道路復旧については、区の定める基準によること。 

イ 電柱等（東京電力柱、ＮＴＴ柱、標識、その他）の施設について、歩車道区分

道路においては歩道の車道側に、その他の道路においては道路端に設置または、

移設すること。 

⑸ 維持管理（道路付属物を含む。）を次に定める基準により、行うこと。 

ア 道路の設置に伴う維持及び管理については、完成から区に引継ぐまでの間、事

業者が責任を負うこと。 

イ 道路（歩道を含む。）を民有地のまま一般の利用に供する場合には、事業者が

その維持及び管理について責任を負うこと。 

 

（交通安全施設） 

第２０条 要綱第１８条の規定による交通安全施設は、次に定める基準により整備する

こと。 

⑴ 防護柵を設置する場所 

ア 歩車道区分道路 

イ 歩車道を区分すべき道路 

ウ 危険箇所 

⑵ カーブミラーを設置する場所 

視距離３０メートル以下の場所 

⑶ 標識を設置する場所 

道路交通法の定める基準（道路管理者の設置分）による。 

 

（街路灯） 

第２１条 要綱第１８条の規定による街路灯は、次の各号に定めるものとする。 

⑴ 独立式街灯（国、東京都、区が管理するもので、独立柱により設置されているも

の） 

⑵  共架式街灯（国、東京都、区が管理するもので、電柱等に共架されているもの） 

２ 区が管理する独立式街灯及び共架式街灯を移設若しくは撤去する場合は、区と協議

すること。 

 

（道路排水施設） 

第２２条 要綱第１８条の規定による道路排水施設を整備する場合においては、事業区

域に限らず、流域流水量を勘案し、かつ、周辺の排水施設設備状況を考慮して、区長

が必要と認める場合には、事業区域外も含めて整備すること。 
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なお、管渠等の下水道施設については、東京都下水道局と協議し、下水道排水基準

によること。 

 

（緑地広場） 

第２３条 要綱第１９条の規定による緑地広場は、次の算定式による結果が500平方メー

トル以上になる場合に設置すること。 

⑴ 緑地広場の規模 

緑地広場面積＝〔事業地面積（㎡）×0.1 ＋計画戸数（戸）×2.5(㎡／戸）〕× 

1/2≧500（㎡） 

⑵ 前号の面積計算で、小規模住戸にあたっては、１戸当たりの面積を1.0平方メート

ルに置き換えることができる。 

２ 緑地広場の管理は、事業者（居住者）の管理とする。ただし、計画した緑地広場内

に都市計画法及びその他の法令等により区に帰属する公園・緑地等が含まれる場合に

は、その帰属する緑地広場の部分は区の管理とする。 

３ 緑地広場の位置は、次の事項を満たすものであること。 

⑴ 平坦な土地で敷地の一辺が原則として幅員４メートル以上の公道に面し、日照を

配慮し、周辺住民も利用しやすい場所であること。 

⑵ 建物から落下物の防止、その他災害防止については、十分検討し、安全対策を講

ずること。 

４ 緑地広場に設置する施設については、区と協議すること。 

 

第２４条 削除 

 

第２５条 削除 

 

第２６条 削除 

 

第２７条 削除 

 

（集会施設） 

第２８条 要綱第２２条の規定による集会施設は、次に定める基準により設置すること。

ただし、小規模住戸集合建築物条例の適用を受ける建築物については、当該基準を適

用しない。 

 

⑴ 計画戸数を算出する際、小規模住戸は、２住戸に対して１住戸あるものとして算

出する。 

⑵ 次に定める面積の他に便所、湯沸所及び物入れ等も確保すること。 
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計画戸数 

 

専用床面積 
 

 

地域住民集会施設を設置 

した場合の有効面積 
 

５０戸 ～  ９９戸 ３０㎡以上  

１００戸 ～ １４９戸 ７５㎡以上  

１５０戸 ～ １９９戸 １００㎡以上  

２００戸 ～ ２９９戸 １２５㎡以上 ５０㎡以上 

３００戸 ～ ４９９戸 １５０㎡以上 ７５㎡以上 

５００戸以上 ２００㎡以上 １００㎡以上 

⑶ 集会施設は区と協議のうえ、必要に応じて周辺地域との融和のために活用できる

ものとする。 

⑷ エントランスホールにロビーラウンジが併設され、集会室と同様の機能を備える

と認められるものは、当該部分の面積から、主要な出入口からメールコーナー、エ

レベーター及び階段等までの歩行経路の面積を幅員１メートルで算出したものを除

いたものを、第２号に規定する集会施設の専用床面積とすることができる。 

 

（保育所） 

第２９条 要綱第２３条の規定による認可保育所は、板橋区大規模建築物等の建設に係

る認可保育所等の設置に関する協議要領（平成27年11月30日決定）により子ども政策

課と協議すること。 

 

第３０条 削除 

 

（児童館） 

第３１条 要綱第２３条の規定による児童館は、板橋区大規模建築物等の建設に係る児

童館の設置に関する協議要領（平成27年11月30日決定）により子育て支援課と協議す

ること。 

 

（放課後児童健全育成施設） 

第３２条 要綱第２３条の規定による放課後児童健全育成施設は、板橋区大規模建築物

等の建設に係る放課後児童健全育成施設の設置に関する協議要領（平成27年12月10

日決定）により地域教育力推進課と協議すること。 

 

（防災備蓄倉庫） 

第３３条 要綱第２３条の規定による防災備蓄倉庫は、次に定める基準により設置する

こと。 
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⑴ 設 置 

ア 計画戸数300戸以上の集合住宅については、50平方メートル程度の備蓄倉庫を整

備すること。 

イ 計画戸数300戸未満の集合住宅については、備蓄倉庫について地域防災支援課と

協議すること。 

⑵ 管 理 

   備蓄倉庫の管理については、管理組合等の自主管理とする。 

 ⑶ 備蓄物資 

   備蓄倉庫整備完了後、居住者３日分の食料、飲料水及び救出工具、その他必要な

備蓄物資を配備すること。 

 

（地域住民集会施設） 

第３４条 要綱第２３条の規定による地域住民集会施設は、次に定める基準により設置

すること。 

⑴ 設 置 

計画戸数200戸以上の場合で、周辺地域の集会施設の設置状況等により、区長が必

要と認めたとき。 

⑵ 規 模 
 

 

計画戸数 
 

 

専用床面積 
 

 

２００戸以上３００戸未満  
 

 

１００平方メートル以上  
 

 

３００戸以上５００戸未満  
 

 

  １５０平方メートル以上 
 

 

５００戸以上 
 

 

  ２００平方メートル以上 
 

⑶  整備及び引継ぎ 

地域住民集会施設及び付帯施設については、板橋区大規模建築物等の建設に係る

地域住民集会施設の設置・整備基準（平成30年12月28日決定）により整備し、引継

ぐこと。 

 ⑷ 計画戸数を算出する際、小規模住戸は２住戸に対して１住戸あるものとして算出

する。 

 

（特に大規模な施設等の特則） 

第３５条 事業者は、特に大規模な施設において、区長が必要と認めた場合には、次に

定める基準により学校の用地を整備し、施設を設置すること。 

⑴ 小学校用地は、計画戸数1,000戸当たり10,000平方メートル 

中学校用地は、計画戸数2,000戸当たり13,000平方メートル 

⑵ 計画戸数が前号に掲げる戸数未満の場合においても、周辺の学校の収容状況によ

り、区が必要と認めたときは、前号に定める用地とすること。 

２ 事業者は、特に大規模な施設において、区が必要と認めた場合には、幼稚園の用地
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を整備し、施設の設置を考慮すること。 

３ 第１項及び第２項で整備した用地は、原則無償で区に引継ぐこととし、これにより

がたい場合は、用地費（取得費及び造成費）の30パーセント以内の額による有償譲渡

とする。 

４ 第１項及び第２項で設置した施設は、区に無償で引継ぐこと。 

（覚 書） 

第３６条 事業者は、建築確認申請等を行う前に区長と覚書の交換をすること。 

 

（公 表） 

第３７条 要綱第２９条の規定による公表は、板橋区役所前掲示板及び板橋区公報等に

より行う。 

 

付 則 

１ この細則は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ 要綱の附則第３号及び第５号の規定については、「板橋区中高層住宅団地建設等指

導要綱細則（以下「旧細則」という。）」を適用するものとする。 

３ 旧細則（昭和５５年２月２１日決定）は、廃止する。 

付 則 （平成１２年３月１７日決定） 

この細則は、平成１２年４月１日から施行する。 

付 則 （平成１３年３月３０日決定） 

この細則は、平成１３年４月１日から施行する。 

付 則 （平成１８年３月３０日決定） 

１ この細則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この細則の施行前に覚書を締結している事業については、なお、従前の細則による。 

３ この細則の施行後、改正前の細則第２４条に基づくみどりの協力金が納入される場

合は、東京都板橋区公共施設等整備基金に繰入れることとする。 

付 則 （平成１９年４月２０日決定） 

この細則は、平成１９年５月１日から施行する。 

付 則 （平成２０年９月２５日決定） 

この細則は、平成２０年１０月１日から施行する。 

   付 則 （平成２１年６月１９日決定） 

この細則は、平成２１年７月１日から施行する。 

付 則（平成２３年１月１２日決定） 

この要綱細則は、平成２３年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年１月５日決定） 

この要綱細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年１２月１２日決定） 

この要綱細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則（平成３０年１月２４日決定） 
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この要綱細則は、平成３０年７月１日から施行する。 

付 則（平成３１年２月２７日決定） 

この要綱細則は、令和元年７月１日から施行する。 

付 則（令和２年５月１５日決定） 

この要綱細則は、令和２年８月１５日から施行する。 

付 則（令和２年１２月１５日決定） 

この要綱細則は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則（令和４年６月１６日決定） 

１ この要綱細則は、令和４年６月１６日から施行する。 

２ この要綱細則は、令和４年４月１日から適用する。 


